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２００２年２月４日

国営企業部会

第１３回代表者会議

２００２春季生活闘争

総合的労働条件改善闘争の取組み

≪は じ め に≫

日本経済は、ＩＴ不況に端を発したアメリカ経済の減速の影響を受け、急速に悪化し

ている。２００１年度の国内総生産（ＧＤＰ）の実質成長率は年度を通じて厳しい状況

が続き、マイナス１．０％程度になると予想されている。政府は、１２月１９日の閣議

で２００２年度の経済見通しを了承し、国内総生産（ＧＤＰ）の実質成長率を０．０％

と見通しているが、新年度予算編成に向けた希望的色合いが濃く、マイナス成長からの

脱出は困難との見方が大勢となっている。また、１月１８日に示された政府の経済財政

諮問会議の中期経済財政展望では、低成長、デフレ、不良債権を「聖域なき構造改革」

をさらに推進することで短期間で克服するシナリオが前提となっており、財政・金融の

両面で政策の余地が乏しい中では経済再生達成は難しくなっている。

こうした経済情勢の中で、昨年１２月の完全失業率は、５．６％と戦後最悪の水準を

４カ月連続で更新し続けていることに加え、民間企業業績の悪化にともなって企業リス

トラが加速する勢いを示しており、雇用情勢はさらに悪化する兆しを見せている。

連合は、２００２春季生活闘争の闘争方針を決定し、その中で「雇用の維持・安定の

維持」に全力をあげるとして、２００２春季生活闘争を労働者の雇用と生活を守り抜く

。 、 「 」 、闘いと位置付けている これに対して 日経連は 労働問題研究委員会報告 を発表し

「賃下げ 「定昇の凍結・見直し」とこれまで以上に賃金抑制の動きを強めている。」

一方、労働者の生活は危機的な状況を脱していない。勤労者世帯の家計収入、可処分

所得、消費支出とも３年連続してマイナスとなっている。

こうした中で、私たち国営企業部会は、従来にもまして情勢が厳しくなっていること

を認識しながらも、３年連続して一時金が削減され、組合員の収入が減少し生活が脅か

、 、 、されていること また 国営企業労働者の賃金水準を世間並みに到達させる取組みなど

国営企業労働者の生活を改善・防衛する取り組みの重要性が増していることを重視する

必要がある。このため、国営企業部会としては、賃金要求、時短要求、制度政策要求な

ど総合的労働条件改善闘争をより強化するとの視点に立ち、取組みを進めていくことと

する。
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１．主要課題の取組み

賃金要求の取組み（１）

) 賃金要求については、連合の統一要求基準を踏まえるとともに、国営企業労働者1

の世間並み賃金水準到達のための取り組みを展開することとし 「賃金格差是正分、

を含めた賃金水準改善要求」として、国営企業部会としての統一賃金要求基準を５

００円とする。

各構成組織は、この統一要求基準を基に、それぞれの要求方式に基づき具体的要

求を作成する。

なお、連合が決定した年齢別最低賃金、企業内最低賃金、パート労働者の賃金引

き上げなどの取り組みについては、各組合で検討を進め、今後の統一要求づくりの

中で生かすことを検討する。

) 官民比較手法の見直しについては、現在「公労使委員による検討会」で検討作業2

が進められている。検討作業促進を求め、２００３年４月までに結論を得るよう対

策を強化する。

) ９４春季生活闘争から進めている「国営企業の新たな賃金交渉のルールの確立」3

にチャレンジする取組みについては、情勢の厳しさの中にあっても、引き続き取組

みを進める。

) 各構成組織は、３月８日までに要求書を提出し自主交渉を強化する。4

) 連合は、２００２春季生活闘争における闘いの方向として、２００２春季生活闘5

争本部を設置し、連合全体としての集中回答ゾーンを３月第３週に設定し、とくに

１３日～１５日を最大の山場とし、３月内決着をめざすこととしている。

こうした状況を視野に入れ、国営企業部会は、連合官公部門連絡会として公務員

連絡会とも統一した闘いの方向をもとにしながら、４月上旬での自主交渉での回答

引き出しを求める闘いを強化する。

また、民間単産の交渉・回答状況や自主交渉の状況を踏まえ、以後の対応につい

ては随時「企画調整会議」を開催し、６組合統一対応を行う。

( ) 労働時間短縮等の要求の取組み2
) 連合の取組みと連携し、公務・公共部門の年間総労働時間１８００時間体制の実1

現を図る。
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) サービス残業の撲滅及び時間外労働の削減とその上限規制１５０時間の協約化に2

ついては、各構成組織の現状把握に努め、統一対応を検討する。

) 時間外・休日・深夜労働の割増率については、連合目標の時間外５０％、休日労3

働１００％、深夜労働５０％をめざし、統一要求する。

) 各種特別休暇の拡大と年次有給休暇の完全取得の取組みを強化する。4

) 育児休業及び介護休暇の期間延長の協約化を進める。5

) 自己啓発・自己実現や社会貢献のための総合的な休業制度新設の取組みを進め6

る。

( )暮らしの安心・安定を確立する政策制度の要求と取り組み3
連合が進める生活と雇用の安心、景気回復を求めた政策制度要求の重点課題の実現

のため、以下の取組みを進める。

) 連合が進める「雇用創出計画」策定等雇用対策の取組みを進める。1

) 現在進められている退職手当の見直しについては、当面、総務省の民間実態調査2

の作業を見守りつつ、連合官公部門との交渉・協議を求め取組みを進める。また、

見直しは、賃金・労働条件の変更に関わる重要事項であるとともに、本来団体交渉

で解決すべき課題であることを基本に取組みを強化する。

3 1,000) 連合が取り組む「安心の医療制度への抜本改革を求め、負担増に反対する

万人署名」活動に積極的に取り組む。

) 年金制度については、基礎年金部分の国庫負担２分の１への引き上げを求めると4

ともに、年金制度一元化については、公務員制度の一環としての共済年金制度の基

本的役割、機能を維持するための取組みを進める。

) 男女共同参画社会基本法に基づく具体的施策としての仕事と家庭の両立、女性職5

員の採用・登用拡大の取組みを進めるとともに、セクシャルハラスメントに対する

防止施策の取組みを進める。

、 、6) ６５歳までの雇用延長を要求するとともに 高齢再任用制度の円滑な運用を図り

高齢者の雇用促進のための取組みを進める。

) 福利厚生施策の拡充、健康管理の充実、持ち家支援策の拡充、宿舎制度の改善な7

どの取組みを進める。
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２．公務員制度改革における人事・給与制度改革について
、 「 」 。 、政府は 昨年１２月に 公務員制度改革の大綱 を決定した 国営企業にとっては

人事・給与制度など団体交渉事項である項目も含まれており、今後さらに具体化が図

られる過程では、直接的に影響することが考えられることを踏まえ、対応策の検討を

進める。

３．今後の国営企業部会の賃金闘争の展開について
２００３年の国営企業の経営形態改変を控え、国営企業の今後の賃金闘争を展望す

る必要がある。国営企業のこれまでの賃金闘争は当事者能力が制約されている中で、

第三者機関で決着が図られてきた。具体的には、４国営企業一括処理による合同調停

作業の中での決着とされてきた。この方式は、春季生活闘争の賃金引き上げの社会的

相場づくりの中で、一定の役割を果たしてきたものであり、メリット面を今後に生か

し、国営企業関連労組として共同の賃金闘争を進めることで取組みを進める必要があ

る。

昨年４月から発足した独立行政法人が今後第三者機関の調停に移行することも考え

られ、対応についても検討を進める必要がある。

＜各構成組織の要求決定の機関会議等の日程＞

・全 逓 ２００２年２月１４・１５日 第１１６回中央委員会

・全郵政 ２００２年２月７・８日 第６１回中央委員会

・全林野 ２００２年２月２１・２２日 第１１１回中央委員会

・全印刷 ２００２年２月２７日 第１０８回中央委員会

２月２８日 第６８回臨時大会

・全造幣 ２００２年２月２７日 第５１回臨時大会

・日林労 ２００２年２月２２・２３日 全国代表者会議


